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2021年4月1日

厚生労働省 労働基準局 安全衛生部

労働衛生課長 髙倉 俊二

職域における健康づくりについて
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令和４年３月10日（木）

令和３年度地域・職域連携推進関係者会議
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2021年4月1日

•労働安全衛生行政の実施体制について

•職場における健康の保持増進について

•治療と仕事の両立支援の推進について

•受動喫煙防止対策の推進について
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厚生労働省（安全衛生部）

都道府県労働局

（独）労働者健康安全機構

労働基準監督署

労働安全衛生法令の企画・立案
や、産業保健活動の推進などを
行っている。

労働安全衛生法令に基づく指導
計画の策定や、産業保健制度の
運用などを行っている。

労働安全衛生法令に基づき、事
業場に対して、指導・周知など
を行っている。

産業保健総合支援センター

地域産業保健センター

労働者数50人未満の産業医の選任義務
のない小規模事業場の事業者や労働者を
対象として、労働安全衛生法で定められ
た保健指導などの産業保健サービスを提
供している。

都道府県毎に設置。産業保健活動に携わ
る産業医、産業看護職、衛生管理者をは
じめ、事業主、人事労務担当者などに対
して、産業保健研修や専門的な相談への
対応などの支援を行っている。

産業保健活動の支援、勤労者医療の推進、
労働安全衛生分野の調査・研究、福祉事
業を行っている。

（47か所）

（約350か所）

（47か所）

（325か所）

（国）

（国）

（国）

労働安全衛生行政の実施体制
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職場における健康の保持増進について
～「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」と改正のポイント～

 健康保持増進措置の視点の労働者「個人」から
「集団」への強化

• 従来より幅広い労働者の健康保持増進の促進

• ポピュレーションアプローチ

 事業場の特性に合った健康保持増進措置への
見直し

• 事業場の規模や業務内容、労働者の年齢構成などの特
性に応じて措置内容を柔軟化

 措置の内容を規定する指針から、取組方法を
規定する指針へ

• PDCAサイクルの各段階における取り組むべき項目を
明確にし、健康保持増進措置の『進め方』を規定

 医療保険者と連携した健康保持増進対策
～コラボヘルスの推進～

• 定期健診の結果を提供し、連携して取組に活用

労働安全衛生法に基づいて、労働者の健康の保持増進を図るために必要な措置を事業者に求めており、その適

切かつ有効な実施を図るための指針（”Total Health Promotion” THP指針）を公表している。
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 実施結果等を評価し、新たな目標や措置等
に反映

⑧実施結果の評価

計画に沿って、措置を実施

①労働者の健康状態の把握

②健康指導等の実施

⑦健康保持増進計画の実施

と

①健康保持増進方針の表明

③課題の把握

事業場内の推進スタッフ

事業場外資源

②推進体制の確立

把握した課題や過去の目標の達成状況を
踏まえて設定

④健康保持増進目標の設定

方針、課題、目標、事業場の実情を踏まえ
決定

⑤健康保持増進措置の決定

措置の内容、実施時期、実施状況の評価、
計画の見直し等

⑥健康保持増進計画の作成

事業場における労働者の健康保持増進のための指針～健康保持増進対策の進め方～

改正のポイント：

①労働者「集団」への視点、②事業場の特性に合わせた措置の実施、③取組の内容ではなく取組方法を規定

と
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（１）健康保持増進対策の基本的考え方 （手引きⅠの２③）

「職場における心とからだの健康づくりのための手引き」
～健康保持増進対策の基本的考え方～

健康保持増進対策を進める上での留意点：

①「ハイリスクアプローチ」と「ポピュレーションアプローチ」の視点、

②すべての労働者の積極的な参加を促すための取組、③労働者の高齢化を見据えた取組
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健康保持増進措置の

実施体制や措置内容は、

事業場の実態に応じて

柔軟に決定できる

実施体制は、取組内容

に応じて

「事業場外資源」

を組み合わせて構築

「職場における心とからだの健康づくりのための手引き」
～事業場ごとに定める健康保持増進の実施体制・措置内容～
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「職場における心とからだの健康づくりのための手引き」
～事業場外資源と連携した取組の事例～

自動車運転業務を行う中で
腰痛の多さと高喫煙率への問題意識から
（医療保険者等と）

メタボや運動不足への関心から
（スポーツジム等と）
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地域保健と職域保健の連携

地域保健と職域保健の連携は、各地域の「地域・職域連携推進協議会」等を通じて行われている。

宇都宮市では、事業場アンケート調査等を踏まえ、歯科等に関する出前教室を実施。

神奈川産業保健総合支援センターでは、保健所・市町村との地域・職域保健事業に関する情報共有に

加え、お互いの（産業）保健サービスに関するパンフレット等を共同で作成し、事業者や労働者に配

布し、地域・職域保健事業の利用促進を図っている。

事例①

事例②
出典：職場における心とからだの健康づくりのための手引き
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治療と仕事の両立支援の促進

ガイドライン・マニュアルの作成・周知啓発
事業場向けのガイドライン、企業・医療機関の

連携のためのマニュアル等

地域両立支援推進チームの設置と運営
各都道府県労働局を事務局とし、自治体、

医療機関、支援機関等との連携した取組の推進

広報活動
シンポジウム、セミナー、ポータルサイトによる
情報発信等

労働者健康安全機構・産業保健総合センター
等を介した支援

両立支援コーディネーターの養成、助成金

診療報酬（療養・就労両立支援指導料）
対象疾患：がん、脳卒中、肝疾患、指定難病

○ 労働人口の３人に１人が何らかの病気を抱えながら働いており、就業上の措置や治療に対する
配慮が適切に行われるような支援が必要。

○「働き方改革実行計画」では治療と仕事の両立支援を図ることとしている。

○具体的には、省内各局や各種関係機関と連携して以下の取組を推進している。
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地域における治療と仕事の両立支援の取組を効果的に推進するため、各労働局に「地域両立支援推進チー
ム」を設置して、地域における関係者がネットワークを構築し、互いの取組を効果的に連携させ、両立支援
の取組の推進を図ることを目的に活動を進めている。

推進チーム設置の趣旨

１ 構成員
○都道府県労働局健康主務課（事務局）○使用者団体の推薦者 ○労働組合の推薦者
○都道府県医師会 ○都道府県衛生主管部（がん、障害福祉、地域保健等）
○都道府県産業保健総合支援センター ○地域の中核の医療機関の両立支援担当部署
○都道府県社労士会の推薦者 ○労災病院に併設する治療就労両立支援センター
○日本キャリア開発協会の推薦者 ○キャリア・コンサルティング協議会の推薦者
○日本医療社会福祉協会の推薦者 ○東京商工会議書が推薦する健康経営アドバイザー
○日本産業カウンセラー協会の推薦者 ○保健所
○大学病院 ○がん・肝疾患・難病の診療連携拠点病院
○両立支援の対象疾患に関する支援者（難病相談支援員等）
○その他、両立支援に取り組む企業、地元大学の有識者 等

２ 協議内容（議事）

○各構成員または各構成員の属する機関等の両立支援に係る取組状況の共有
○両立支援を促進するための各機関等が連携した取組
○各地域における良好事例の収集 ○推進チームの取組に関する計画の策定
○各地域における企業向け・患者向けパンフレットの作成 他

３ その他

〇地域保健との連携

地域両立支援推進チーム
平成29年5月19日付け基発0519第11号「治療と仕事の両立支援のための「地域両立支援推進チーム」の設置について」（令和３年２月２５日改正）

「地域両立支援推進チーム」による地域の取り組みの推進

推進チームと地域・職域連携協議会における取組状況等の情報は相互に共有し、
推進チームにおける効果的な連携方法の協議に活用 （「地域・職域連携推進ガイドライン（令和元年９月改定）」参考）
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【国による支援措置の概要】※令和４年度実施予定の支援措置の概要等は未確定

・助成対象：既存特定飲食提供施設

・助成設備：①喫煙専用室の設置・改修
②加熱式たばこ専用喫煙室の設置・改修

・助成率 ：経費の２／３（飲食店以外は１／２）
・上限 ：１００万円

• 喫煙専用室等の設置など各受動喫煙防止対策を推進するための各種相談につい
て、専門家による無料電話相談を実施

• 依頼者の希望に応じて、無料実地指導も実施
• 各種行事において、受動喫煙防止対策に関する説明会を実施
• 受動喫煙防止対策助成金による助成を受けるために必要な要件、申請書類の記

載方法等の相談対応

受動喫煙防止対策の推進事業

受動喫煙防止対策助成金

受動喫煙防止対策に関する無料相談窓口

労働安全衛生法において、職場の受動喫煙防止対策について実情に応じた措置を講じることを事業者の努力義務とされ、

さらに、望まない受動喫煙の防止を図ることを目的として平成30年に健康増進法が改正され、 令和２年４月から原則屋

内禁煙が義務化された。


